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Ａ 研究目的 

発達障害は、早ければ乳児期、遅くとも⼩
学校低学年までには、特有の発達特性が顕
在化する。そのため、すべてのライフステー
ジを通じて、なんらかの⽀援が必要となる。
そのため、市区町村⾃治体（以下、⾃治体と
する）において、さまざまなアプローチによ
り発達障害児およびその家族、そしてその
関係者を⽀援していく必要がある。 
 本研究は以下の研究とその成果の経緯の 
もと,｢発達障害の⽀援サービス機能の簡易

実⽤評価（Quick and Practical Assessment 
of Support Service functions for individuals 
with Neurodevelopment disorders ： Q-
PASS）｣ （以下 Q-PASS とする）を⽤いて、
⾃治体の⽀援者や⾏政担当者が現状の⽀援
サービス機能をチェックし、⽀援の質の確
保に貢献できる⽀援サービス機能診断を⾏
うためのマニュアルを作成することを⽬的
とした。 
 なお、現在、Q-PASS はⅠ〜Ⅳ段階までを
作成済みである。それ以降の Q~PASS Ⅴ
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〜Ⅶ段階については、令和 5 年度〜こども
家庭科学研究費補助⾦「地域特性に応じた
発達障害児の就学から就労を⾒据えた多領
域連携による⽀援体制整備に向けた研究」
〈主任研究者：本⽥秀夫〉について継続して
研究中であり、この研究の結果を経て、Q-
PASS （Ⅰ〜Ⅶ段階）が完成する予定である。 
 
Ｂ 研究方法 

1 Q-PASS の作成 
市町村⺟⼦保健における相談業務に従事

している専⾨家 7 名（公認⼼理師・臨床⼼
理⼠ 約 25 年以上 2 名、公認⼼理師・臨
床発達⼼理⼠ 約 15 年以上 2 名、公認⼼
理師・臨床⼼理⼠ 5 年未満 3 名）と児童
精神科医 1 名の計 8 名により、オンライン・
対⾯による研究会議を 2023 年 6 ⽉〜12 ⽉
（計約 50 時間）を開催し、合議制質的研究
⽅法により、アンケートの調査結果の考察
と評価表の⽀援サービス機能の項⽬の選定
を⾏い、Q-PASS （Ⅰ〜Ⅳ段階）を作成した。 
 
※アンケート調査結果の考察 

令和４〜５年度厚⽣労働科学研究費補助
⾦による｢基礎⾃治体における就学前の発
達障害児に対する地域⽀援体制の実態調
査｣ 
 ① 法で定められている制度や福祉サー
ビス（例：乳幼児健診、児童発達⽀援、保育
所等訪問⽀援）のほか、柔軟な形態により計
画的に実施されることとする地域⽣活⽀援
事業（障害者総合⽀援法に基づく）や⾃治体
単独による事業などを⼯夫して運営されて
いること 
 ② ⼩規模なサイズの⾃治体においては、
⼈材や予算の確保などの課題があり、事業

未実施のため⽀援サービス機能不⾜がみら
れること 
 
2 Q-PASS のマニュアルの作成 
 P-PASS 作成メンバーの他、学校教育関係
者（特別⽀援教育・教育⾏政 約 20 年以上）
を加え、計 9 名により、オンライン・対⾯
による研究会議を 2024 年 1 ⽉〜3 ⽉（計約
50 時間）を開催し、マニュアルの構成案・
執筆分担などについて検討した。 
  
（倫理⾯の配慮） 
 本研究は、発達障害児の⽀援サービス機
能を検討するための調査結果による評価表
の作成とそのマニュアル作成であり、患者
等の個⼈情報を扱うことは全くない。また、
企業等との利益相反もない。 
 
Ｃ 研究結果 

1 Q-PASS の作成 
 別紙のように、Q-PASS part 1 Ⅰ〜Ⅳ
段階の気づきから診断までを作成した（表
1）。 
2 Q-PASS のマニュアルの作成 
 研究会議を⾏い、構成と分担を決めて、Ⅰ
〜Ⅳ段階までの part1 のマニュアルを作成
した。 
 マニュアルの構成は表 2 に⽰す。 
 
表 2 マニュアルの構成 

はじめに 
Ⅰ． Q-PASS の概要と使⽤の流れ 
 1．Q-PASS の概要 
 2．Q-PASS の使⽤の仕⽅ 
Ⅱ． Q-PASS の作成 

1．Q-PASS の作成について 
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2．各段階ごとの作成⽅法 
Ⅲ  Q-PASS についての⽤語解説 
 1．Q-PASS についての解説 
 2．⽀援段階 
 3．⽀援の種類 
 4．⽀援機能  

 

Ｄ 考察 

 Q-PASS を⽤いることで、⾃治体の⾏政
担当者と地域で働く⽀援者が、現状の⽀援
サービス機能をチェックすることができ、
現状の不⾜している⽀援サービス機能を発
⾒することができた。 
 令和 5 年までの研究において、Q-PASS
は、発達障害児の発⾒前から直接⽀援の段
階であるⅠ〜Ⅳ段階を作成した。令和 5 年
度からの研究（前述）により、就学から就
労・⾃⽴前までの段階を、就学、進学の移⾏
段階期を中⼼とした「Ⅴ 就学・進学移⾏段
階」「Ⅵ 学校⽣活段階」「Ⅶ 就労・⾃⽴準
備段階」に設定し、作成中である。 
 以上、Ⅰ〜Ⅶ段階を統合させて Q-PASS
（Ⅰ〜Ⅶ）として完成させる予定である。 
 今後、就労・⾃⽴をした発達障害者に対し
ての Q-PASS も必要になることと思われる。
しかしながら、インクルーシブの社会の実
現に向けて進んでいる今、重層的⽀援体制
整備事業では、市町村全体の⽀援機関・地域
の関係者が断らず受け⽌め、つながり続け
る⽀援体制を構築することをコンセプトに
して、「属性を問わない相談⽀援」「参加⽀
援」「地域づくりに向けた⽀援」の３つの⽀
援を⼀体的に実施することを必須としてい
る現状の中、成⼈期を迎えた発達障害者の
⽀援のスタンダードを明確化し、評価表を
作成していくことの難しさは、予想される。 

 
E 結論 

Q-PASS は、地域の⽀援体制の分析（地
域診断）ができる Q-SACCS と共に⽤いる
ことで、発達障害に関わる⽀援者が、⾃分の
働く地域の⽀援体制を把握し、連携すべき
他職種、⽀援段階における⽀援サービス機
能を確認でき、発達障害児とその家族の⽀
援の質の確保と向上が期待できる。 
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